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経済政策―企業戦略関係の分析フレームワーク
小松　陽一＊
要　旨
　政府の経済政策の変化は，企業の戦略形成に大きな影響を及ぼす．その成否は，政府の政策
目標と企業自らの目標に照らして，企業が，例えば，設備投資の増大，海外市場への進出，国
内の雇用拡大，雇用条件の改善，新規事業への参入などといった戦略行動を決断し，実施する
かどうかにかかっている．経済政策‒企業戦略関係は非常に込み入っており，複雑である．
　この論文の目的は，複雑な経済政策‒企業戦略関係についてその有効なあり方を議論する準
備段階として，現実のそれを認識・理解するための分析フレームワークを，主としてバーナー
ド，サイモン，ワイクの組織理論に基づきながら，探索的に考察することにある．
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and Business Strategy Relations.
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Abstract
 Changes in governmental economic policy infl uence business fi rms’ strategy formation; conversely, 
the success or failure of economic policy depends upon whether business fi rms are able to realize their 
strategic behaviors. In other words, the relationship between economic policies and business strategies is 
highly complex. This article’s purpose is to search for an analytical framework of such complex 
relationships mainly on the basis of organizational theories by C. I. Barnard, H. A. Simon, and K. E. 
Weick.
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1．はじめに
　第二次安倍内閣の経済政策，いわゆるアベノミクスの実施に伴って，日本企業の事業環境は
大きく変化しつつある．アベノミクスは金融政策，財政政策，成長戦略から構成されるが，現
段階では「一本目の矢」にあたる金融政策（金融緩和）が黒田東彦日本銀行総裁の下で実施さ
れつつある．アベノミクスは，日本経済を長期にわたるデフレーション状態から脱却させ，経
済全体を再び成長軌道に戻すことが政策目標であるが，金融緩和に伴って結果的に対ドル・対
ユーロの円レートが概ね円安傾向で推移してきており，輸出関連株を中心に全般的な株価上昇
をもたらしている．個別企業の業績が改善されてきたとの報道も目立つようになった．
　国の経済政策の変化は，企業の経営戦略の変化を促す．国の経済政策の成否は，企業との直
接的な関連性で言えば，経済政策の政策目標に沿って企業が，例えば，設備投資の増大，海外
市場への進出，国内の雇用拡大，雇用条件の改善，新規事業への参入などといった企業行動を
企業が自らの目標に照らして決断し，実施するかどうかにかかっているからである．そのため，
国の経済政策においては，とりわけ経済成長を目標とする財政政策，産業政策においては，経
済政策に沿った企業行動を促すために，例えば，補助金のようなインセンティブが用意される
ことになる．
　しかし国家の経済政策と企業の経営戦略の関係（以下，政策―戦略関係）は必ずしもそのよ
うな単線的で一方向的な関係であるとは限らない．政策―戦略関係は一般にタイトというより
もむしろルースである．ある経済政策の下で行われる企業の戦略決定においては，通常，企業
側にかなり大きな自由裁量の余地がある．例えば，ある産業分野の振興を政策目標とする国家
の産業政策に参加する・しないの決定は，原則として，企業の自由である．また，国家目標の
達成のため，政府が政策形成とその実施を通じて，企業の戦略形成に影響を行使するばかりで
はなく，企業が企業目標の達成のため，例えば，業界団体等を通じて政府の政策形成に影響を
行使する場合もある．
　この論文の目的は，有効な政策―戦略関係のあり方を議論する準備段階として，このように
複雑な様相を呈する現実の政策―戦略関係を認識・理解するための概念レンズ，概念装置，概
念的フレームワーク，研究者の置かれたコンテクストに沿ってより特定的にいえば，分析フレ
ームワークを探索的に考察することにある．
2．政策－戦略関係の分析フレームワーク
　エチオニ（A. Etzioni）によれば，組織の有効性（effectiveness）は，組織目標の達成度によっ
て測定されるというが，この論文でもこの考え方を踏襲することにする．また，ここで組織目
標とは，長期の最終目標を仮定しており，カッツ（D. Katz）とカーン（R. L. Kahn）によれば
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それは「存続」である．したがって，有効な政策―戦略関係とは，国家目標すなわち国家の存
続と企業目標すなわち企業の存続が両立的に実現している状態と考えることにする（野中その
他，1978．第 6章第 1節参照）．
　ここで政策とは，政府により国家目標の実現のため形成される外交政策，経済政策，エネル
ギー政策，国防政策，防災政策，防疫政策，社会保障政策，環境政策，科学技術政策などの多
様な政策のことである．これらの諸政策は，それぞれの政策目標を持ち，予算編成と国会審議
を経て実施されていく．同様に戦略とは，株式会社の場合，取締役会により企業目標の実現の
ため形成される全社戦略，事業戦略，さらには財務戦略，人事・労務戦略，情報戦略，物流戦
略，マーケティング戦略など各種の職能別戦略のことである．これらの諸戦略は，それぞれの
戦略目標を持ち，予算編成と株主総会の議を経て実施されていく．
　有効な政策―戦略関係のあり方を規範的ではなく現実的に提言できるためには，その前提と
して，政策―戦略関係を分析するための概念的フレームワーク（以下，分析フレームワーク）
を創り上げる必要がある．国家政策と企業戦略の関係を研究者はどのような分析フレームワー
クを通して見ればよいのか．具体的な分析フレームワークの選択は，研究目的との関係で相対
的に決まってくる部分がかなりあるではあろうが，ここではひとまず特定の研究目的を離れて，
従来の組織論や戦略論において政策―戦略関係がどのように理解・認識されてきたかを手短に
レビューしておくことにする．
⑴　環境としての政府の政策
　1960年代に登場したコンティンジェンシー・セオリー以来，組織論の分野では，企業をはじ
めとする組織を常に組織―環境関係の中で考察するのが研究上のスタンダードになった．企業
を焦点組織に定めると，政府やその政策，さらにはその帰結は環境（組織環境）要因としてカ
テゴライズされる．
　組織の環境は，分析パラダイムの違いによっていくつかに分類されるが，ここでは考察の簡
略化のため，一般環境とタスク環境に焦点を合わせる．一般環境は「組織の上位にあるシステ
ムの一般的な特性」（野中その他，1978．29頁）のことであり，文化的条件，法律的・政治的
条件，経済的条件を指す．タスク環境とは，「組織の目標設定や目標達成と直接的または潜在的
に関係するより特定的な環境」（野中その他，1978．30頁より一部修正して引用）のことであ
り，企業の場合は通常，市場環境と考えてよいであろう．
　政府の政策形成やその実施のための法制度，さらにはその帰結としての，例えば，経済的条
件は，企業の一般環境を構成する．さらに1980年代の戦略論をリードしたポーター（M. E. 
Porter）によれば，政府の政策は市場の構造特性である参入障壁の高さを決める要因の一つに数
えられている．例えば，アベノミクスの成長戦略においても，構造改革（規制緩和）の推進は
大きな課題になっており，既得権益をめぐる攻防は熾烈であるが，ポーターの分析フレームワ
ークによれば，その本質は参入障壁の高さをめぐる攻防であり，政策形成過程である．さらに
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ポーターの分析フレームワークは，企業の一般環境である政府やその政策がタスク環境である
市場の構造特性を変化させ，それが企業の競争戦略の形成に影響するという政策―戦略関係に
おける一つの因果経路，すなわち政策形成→市場構造→戦略行動の経路を示唆しているといえ
よう．
　政策形成が企業の戦略形成を変化させるもう一つの重要な因果経路は，経済的条件を経由す
る経路（政策形成→経済的条件→戦略行動）である．ここで経済的条件とは，例えば，金利，
円レート，平均株価，といったマクロ経済的な環境要因のことであり，企業の財務・戦略行動
に影響を及ぼす．例えば，日本政府の金融政策によって円安が生じた場合，企業の戦略形成に
及ぶ効果は事業ドメインによって異なるが，海外市場向けに輸出を志向する企業の場合，価格
面および数量面での円安効果によって業績改善が期待できる．すなわち，外貨建ての輸出価格
を維持する場合，海外需要は変わらないので輸出売上高が増加するであろう．さらに外貨建て
の輸出価格を引き下げれば，海外需要が増加することで輸出売上高が増加するであろう．これ
に対して，海外市場からの輸入を志向する企業の場合，外貨建て輸入価格が変わらないと円換
算後の支払い金額が増え，業績は悪化することが予想される．この事態に対処するには，取扱
商品を輸入品から国産品に切り替えるとか，より長期的には海外市場向けの輸出に参入するな
ど，事業ドメインの再定義を必要とするかもしれない．これらは円安が企業の戦略形成に及ぼ
す効果であるといえよう（前川，2013．参照）．
　政府の経済政策が企業の戦略形成に及ぼす効果は，このような因果経路を持つ間接的，迂回
的な効果ばかりではない．農業政策などでみられる補助金制度が示すように，経済政策に企業
や団体の貢献的参加を促進するために何らかのインセンティブ・システムを組み込む場合には，
より直接的な効果を狙っているものといえる．
　また，例えば，2012年 7 月 1 日に始まった「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」も同
様に直接的効果を狙ったものと考えることもできる．すなわち，この制度は，国のエネルギー
政策に組み込まれ，再生可能エネルギー源（太陽光，風力，水力，地熱，バイオマス）を用い
て発電された電気を，国が定める固定価格で一定の期間電気事業者に調達を義務づけるもので
ある．この制度は，再生可能エネルギーのサプライヤーに，期間限定で固定価格による電気の
買取を保障するものであるから，この事業への参入を検討している企業にとっては大きなイン
センティブになるといえよう（1）．
⑵　誘引の経済
　経済政策に企業の貢献的参加を促進するために何らかのインセンティブ・システムを組み込
むことの有効性は，1930年代にバーナード（C. I. Barnard）が『経営者の役割』の中で議論し
た「誘引の経済（the economy of incentives）」に文脈の拡張による拡大解釈を施すことによっ
てその根拠が与えられるだろう．拡大解釈，あるいはある種の一般化が必要な理由は，誘引の
経済が組織をその一部とする協働体系への個人の参加という文脈で議論されているものであっ
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て，政策―戦略関係とは文脈あるいはコンテクストを異にするからである．ここでは組織ある
いは協働体系を政府に，個人を企業に読み替えて，政府の経済政策への企業の貢献的参加とい
う文脈あるいはコンテクストにおいても「誘引の経済」は成立するものと仮定しておく．
　バーナードは次のように言う．「すでに述べたように，組織の本質的要素は，人々が快くそれ
ぞれの努力を協働体系へ貢献しようとする意欲である．協働の力は，たとえ人数が多くても未
組織の人々の力に比べれば驚くほど大きいけれども，結局のところ，個人の協働しようとする
意欲と協働体系に努力を貢献しようとする意欲とに依存している．組織のエネルギーを形づく
る個人的努力の貢献は，誘引によって人々が提供するものである．」（Barnard，1938．邦訳145
頁）
　誘因には客観的側面と主観的側面がある．誘因の客観的側面とは，より多くの物財や貨幣，
より少ない作業時間のように明らかに存在している誘因の側面である．誘因の主観的側面とは，
客観的誘因（objective incentives）を受け取る人間の心的状態，態度，あるいは動機の側面であ
る．ある心的状態，態度，動機を持つ人間は客観的誘因の何らかの組み合わせによって組織に
貢献するように誘引されうる．組織に十分な客観的誘因がない場合，誘因の主観的側面に働き
かける，すなわち心的状態，態度，動機を改変することが貢献への誘引をもたらす．客観的誘
因の提供を「誘因の方法（the method of incentives）」といい，心的状態，態度，動機の改変を
「説得の方法（the method of persuation）」という．
　政府の政策に組み込まれる補助金等のインセンティブ・システムは，明らかに「誘因の方法」
であるが，政府の政策における「説得の方法」とは何を指すのであろうか．
　バーナードによれば，説得には①強制的状態の創出（the creation of coercive conditions），②
機会の合理化（the rationalization of opportunity），③動機の教導（the inculcation of motives），が
含まれる．
　強制的状態の創出には，組織に対する個人の貢献を排除する死刑，権利剥奪，追放，体刑，
監禁，特権停止，解雇といった強制的排除，およびそれによって直接的には影響を受けない人々
の間に恐怖を起こさせ，組織への貢献を引き起こす「みせしめ」がある．要するに強制的状態
の創出とは，公的権力の現実的ないし象徴的な行使を指すものといえよう．
　機会の合理化には社会組織全体の表現としての「一般的合理化（the general rationalization）」
と，個人や集団を納得させるために企てられる「特定的合理化（the specifi c rationalization）」が
ある．
　一般的合理化の実例としては，カソリック教会が十字軍の派遣にあたって行ったプロパガン
ダ（政治的宣伝）がある．すなわち，トルコのイスラム王朝であるセルジューク朝にアナトリ
ア半島を占領された東ローマ帝国の皇帝アレクシオス 1世コムネノスから救援を依頼されたロ
ーマ教皇ウルバヌス 2世が，1095年11月にクレルモン公会議において，異教徒イスラム教国か
らの聖地エルサレムの奪還を訴えた．この時，ウルバヌス 2世は，「乳と蜜の流れる土地カナ
ン」という聖書由来の表現をひいて，神のために武器をとるようにと呼びかけた（Wikipedia「十
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字軍」参照）．
　動機の教導には，「若い者への周到な教育の過程」や「成人向けのプロパガンダ」のようなフ
ォーマルな方法と，教訓，垂範，暗示，模倣と対抗などのインフォーマルな方法が含まれる．
バーナードによれば，宗教教育と同様に，「愛国主義の理念や，協働への他の誘因の多くを教え
込むことは，家庭教育および一般教育過程の一部である．」という（Barnard，1938．邦訳159
頁）．
　誘因の経済は，「客観的誘因の提供と説得の実施から生じる物の収支の純成果を取り扱う」
（Barnard，1938．邦訳160頁）．これは有効な政策―戦略関係に関するこの論文における定義，
「国家目標すなわち国家の存続と企業目標すなわち企業の存続が両立的に実現している状態」の
一つの含意を示しており，したがってまた，政策―戦略関係の分析フレームワークの一つを提
供していると考えられる．
⑶　意思決定と組織影響
　政策―戦略関係における直接的な因果経路（政策形成→戦略行動）については，サイモン（H. 
A. Simon）が『経営行動』の中で展開した組織における意思決定と影響に関する議論がもう一
つの分析フレームワークを構築する際の理論的パースペクティブを与えてくれる．
　1947年に初版が出版された『経営行動』は，当時，行為（action）の理論として構築されて
いた経営（administration）の理論を，行為に導く選択の過程，すなわち意思決定（decision making）
の理論として再構築したものであり，経営学及び組織論の分野における画期的な研究業績であ
った．サイモンは言う．「実際のどんな活動も「決定すること」と「行為すること」の両方を含
むのであるが，経営の理論は行為の過程と同様に決定の過程にもかかわるべきことが，一般に
認識されてこなかった．この決定過程の無視は，おそらく，意思決定は組織全体の政策の形成
に限られるという考えからきている．それどころか，決定の過程は，組織の一般目的が決めら
れたときに終了に至るものではない．「決定する」という仕事は「行為する」という仕事と全く
同様に，経営組織全体のどこにでもある―まさに，両者は完全に結びついている．」（Simon，
1997．邦訳 1頁）
　『経営行動』において意思決定は，組織の管理階層（the administrative hierarchy）の文脈で議
論される．すなわち，「組織の目的を遂行する実際の物理的な仕事が，管理階層の最下層の人々
によって担われることは明らかである．」「また同様にあきらかなことであるが，管理階層のな
かでこの最下層ないし作業階層より上の人々は，単なるよけいなお荷物ではなく，機関の目的
の達成において，また，必須の役割を担わなければならない．」（Simon，1997．邦訳 2頁）
　管理階層の最下層の人々，すなわち「現業員（the operatives）」と，最下層より上の人々，す
なわち「非現業員（the nonoperative staff）」あるいは「経営者および監督者（the administrative 
and supervisory staff）」の関係は何か．とりわけ，組織の管理階層における非現業員（経営者・
監督者）の担うべき役割は何か．サイモンは言う．「経営組織の非現業員は，現業員―管理階
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層の最下層の人々―の決定に影響を与えるかぎりで，組織の目的の達成に参加している．」
（Simon，1997．邦訳 2頁）
　したがって能率的な経営組織の構築は，「社会心理学における一つの問題」であり，「それは，
現業員を決め，行動が調整された有効なパターンをとるように現業員グループに影響を与える
ことのできる監督者層をかれらの上に置く仕事である．」（Simon，1997．邦訳 3頁）という．
　『経営行動』におけるサイモンの議論は，組織の管理階層という文脈の拡張による拡大解釈を
通して，政策―戦略関係の分析フレームワークに取り入れることができるが，より重要なこと
は，意思決定と影響の概念によって政策―戦略関係に対する統一的な分析視角，あるいは「本
質」への洞察力が与えられるという点にある．この意味において，『経営行動』の意思決定と影
響の概念は，政策―戦略関係の研究者や実践家にとって，パラダイム構成の手掛かりを与えて
いるといえよう．
　『経営行動』において人間の行動は合目的的（purposive）であると仮定されている．「多くの
行動，特に経営組織内の個人の行動は，合目的である―目標（goals）とか目的（objectives）を
志向している．この合目的性によって，行動のパターンに統合がもたらされる．この統合がな
ければ，経営は無意味であろう．なぜならば，もし経営が人々の集団によって「物事を成し遂
げること」であるならば，目的（purpose：引用者注）は，どんなことがなされるべきかを決定
する主要な基準になるからである．」（Simon，1997．邦訳 5頁）
　意思決定は「目標の選択とそれに適した行動」を含み，「この目標は，また，いくぶんより遠
い目標に対して中間目標であり，相対的に最終的にめざすものが達成されるまで，これがつづ
く．」というように，目標は連鎖的につながっている（Simon，1997．邦訳 5 頁）．意思決定が
最終目標（fi nal goals）の選択につながる場合を「価値判断（value judgements），意思決定が目
標の実行を意味する場合を「事実判断（factual judgements）」という．
　管理階層の文脈においては，目標及び意思決定は階層状に連鎖している．これを「決定のハ
イアラーキー（the hierarchy of decisions）」という．「ハイアラーキーにおいて下に向かう各段
階は，そのすぐ上の段階で示された目標の実施である．行動は，それが一般的な目標あるいは
目的によって導かれるかぎり合目的的である．行動は，それがあらかじめ選ばれた目標の達成
に貢献する代替的選択肢を選択するかぎり，合理的である．」（Simon，1997．邦訳 6頁）
　「特定の仕事（task：引用者注）は組織の特定の部分に委譲される」（Simon，1997．邦訳 9頁）
という意味での「専門化（specialization）」は経営組織の特徴であるが，決定のハイアラーキー
は垂直的専門化に相当する．これに対して，水平的専門化は「分業（the division of work）」に
相当する．組織において垂直的専門化が必要とされる理由は，①水平的専門化に伴って従業員
間の調整が絶対不可欠になること，②水平的専門化と同様に垂直的専門化によって意思決定の
専門能力の開発が可能になること，③垂直的専門化は下位の階層の上位の階層に対する意思決
定の責任を持たせることを可能になること，である．
　政策―戦略関係を階層的に連鎖する目標と決定のハイアラーキーとして分析フレームを構築
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することは理論的に可能であるばかりではなく，例えば，政府主導の先端技術開発政策のよう
に，参加企業が政府に対して意思決定の責任を持つ場合には現実妥当性のある分析フレームで
あるといえよう．しかし，例えば，政府の金融政策に対して企業が何らかの戦略決定を行うと
いったような場合には，この分析フレームの現実妥当性は低くなり，その道具的な有効性は劣
るであろう．
　組織内に階層状に配置された意思決定は連結してこそ組織の最終目標を達成することができ
る．この連結を実現する過程が「組織影響（organizational infl uence）」である．
　サイモンによれば，組織影響は 2つのカテゴリーに分類される．すなわち，「⑴ 組織にとっ
て有利な決定にいたるようにさせる態度，習慣，心的状態を現業員自身
4 4
のなかに確立すること，
⑵ 組織のほかの場所で決められた決定を，現業員に課すこと」（Simon，1997．邦訳12頁）で
ある．第 1のカテゴリーに属する組織影響は，従業員に組織への忠誠心や能率への関心を教え
込むこと，従業員を訓練することによって作動する．第 2のカテゴリーに属する組織影響は，
主に権限に依存し，また助言と情報サービスに依存する．
　組織影響は，決定前提（decision premise）への影響である．サイモンは『経営行動』第 4版
の「第 1章のコメンタリー」の中で次のように述べている．「どのような重要な決定も，多くの
価値，副次的な条件，そして制約と同様に，夥しい数の事実（もしくは事実の推測）にもとづ
いている．われわれは，これら全ての事実と価値を最終決定の前提
4 4
と考えることができる―い
わば，決定それ自体で終わる組み立て過程への原材料インプットのようなものである．」（Simon，
1997．邦訳33頁）組織影響は，意思決定過程への決定前提の供給に相当するといえよう．決定
前提は，事実前提（factual premise）と価値前提（value premises）に大別されるが，「権限の行
使と組織への忠誠心の開発は，個人の価値前提に組織が影響を与える二つの主要な手段である」
（Simon，1997．邦訳16頁）とサイモンは述べている．
⑷　センスメーキング
　意思決定と組織影響に焦点を合わせたサイモン型の分析フレームワークは，組織影響によっ
て提供される決定前提についてある種の疑問を抱かせる．この疑問は，決定前提を意思決定の
ためのあらゆる事実情報と価値情報，組織影響をそれらの情報伝達と置き換えてみると問題の
所在がもう少しはっきりするだろう．端的に述べれば，伝達されてくるあらゆる情報と合目的
的・合理的な意思決定過程とによって必ず有効な決定がもたらされるのかという疑問である．
サイモンが指摘するように，人間の行動が合目的的であり，目的・目標を志向しているのなら
ば，問題の所在は伝達される情報の特性にある．
　何らかの出来事を共通体験した複数の人々が全く違った認識と行動をとることはよくある．
同じ出来事を機会と捉える企業と，脅威と捉える企業がある．GDPの低い成長率を先進国家・
成熟国家の宿命と捉える政府と，解決可能な問題と捉える政府がある．どちらの側が正しい認
識かは行動の最終的な結果を回顧的に見てみないと事前にはわからない．このような社会現象
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を注目すると，行為に先立って意思決定があると同じように，意思決定，すなわちデシジョン
メーキングに先立って意味形成，すなわちセンスメーキングがあると考えたくなる（2）．このよ
うに考えると，サイモン型の分析フレームワークの問題点は，センスメーキングへの言及が少
なくとも明示的ではなく，また十分ではないという点にあるといえよう．
　センスメーキングにおいては，意思決定の場合とは違って，不確実性の削減ではなく，多義
性の削減に焦点を合わせる．ワイク（K. Weick）はその著『センスメーキング イン オーガニ
ゼーションズ』（以下，『センスメーキング』と略記）の中で次のように述べている．
　「問題は意味が少なすぎるのではなく，あまりに多すぎるという点にある．センスメーカーの
直面する問題は，多義性であり，不確実性ではない．問題は混乱にあり，無知ではない．私は
これらの点を特に強調しておきたい．というのは，情報処理のメタファーを好んで用いる研究
者たち（たとえば，Huber，Ullman & Leifer，1979）はしばしば，他のほとんどの問題に対す
るのと同じように，センスメーキングをより多くの情報が必要な状況と捉えているからである．
多義性に苦しめられているとき，必要なのはより多くの情報ではない．必要なのは，どのプロ
ジェクトが重要かを教えてくれる選好についての価値観や優先順位や明確さなのである．価値
が明確になると，過ぎ去った経験の中で何が重要かが明確になり，ひいては，過ぎ去った経験
の意味するものについて何らかのセンスが得られるのである．」（Weick，1995．邦訳37頁）
　ワイクは，『センスメーキング』の中で，センスメーキングの定義として，「センスメーキン
グとはある種のフレームワークの中に異なものを置くこと」とするスターバック（W. H. Starbuck）
とミリケン（F. J. Miliken）の定義を紹介している．この場合，フレームワークとは，「準拠枠
（frame of reference）」，すなわち「解釈を方向づける一般化された視点」と類似の概念であり，
人が何ものかをフレームワークの中に置けば，それを「把握，理解，説明，帰属，類推，予想
することができる」．例えば，戦略もフレームワークの一つと考えられ，ウェスリー（F. R. 
Wesley）の論文（3）を引用して，「組織に意味，目的，方向性を与えるべく，情報の調達，生産，
綜合，操作，そして伝達にかかわる」としている（Weick，1995．邦訳 5頁参照）．
　準拠枠ではなくフレームワークという概念を使用するのは，「解釈（interpretation）」とセンス
メーキングとの差異によるものと考えられる．すなわち，「解釈に関するほとんどの議論は，テ
クストをどう読むかが焦点になっている．しかし，センスメーキングは，テクストがどう読ま
れるかだけでなくそのテクストがどのように構築されるのかということも問題にしている．セ
ンスメーキングは，読みだけでなく創作でもあるのだ．」（Weick，1995．邦訳 8‒9 頁）「センス
メーキングとは単に解釈だけでなく創作にも，発見だけでなく創造にもかかわっている．」（Weick，
1995．邦訳11頁）とワイクは述べている．センスメーキングにおいて，テクストの構築，創作，
創造に関わるプロセスをイナクトメントという．
　イナクトメントについてはワイク著『組織化の社会心理学』で詳細に論じられているが，『セ
ンスメーキング』においても興味ある記述をしている．すなわち，「私は，組織の生（life：引
用者注）において自分の直面する環境の一部を自分が生み出しているという事実（Pondy & 
関西大学総合情報学部紀要「情報研究」第39号30 2013年8月
Mitroff，1979，p.17）を強調するために，イナクトメント（enactment）という言葉を用いる．私
はこの言葉が大変気に入っている．というのは，この言葉が，法律制定者のやっていることと
経営者のやっていることがきわめて類似していることを示してくれるからである．どちらも権
威ある行為（authoritative acts：引用者注）を通じてリアリティを構築している．」（Weick，1995．
邦訳41頁）という．
　このワイクの記述と，権限の行使は，個人の価値前提に組織が影響を与える主要な手段であ
るとする先述のサイモンの主張を組み合わせると，経営者は，個人の価値前提に働きかけるこ
とを通じて，個人のリアリティをイナクトする，という命題が導かれる．この命題は政策―戦
略関係についてセンスメーキングの要素を明示的に取り入れた修正サイモン型とでも呼べる新
しい分析フレームワークのビルディング・ブロックを構成するのではないかと予想する．
　センスメーキングは社会的である．「センスメーキングという言葉には，個人レベルのものと
思わせる響きがあって，それがある種の盲点を生み出しやすい．（中略）その点，多くの組織研
究者は，認知的なものと社会的なものが相互に絡み合っていることを心得ていて，それはWalsh 
and Ungson（1991）によって提起された次のような有益な定義の中にも見られる．：組織とは
「共通言語の開発と使用，および日常の社会的相互作用を通して維持される間主観的に共有され
た意味のネットワーク」（p.60）である．この定義は，“ネットワーク”，“間主観的に共有され
た意味”，“共通言語”，そして“社会的相互作用”という言葉を含んでいることから明らかなよ
うに，きわめて社会的である．」（Weick，1995．邦訳52‒53頁）
　センスメーキングが社会的であり，社会的影響の下にあるという場合，センスメーキングが
行動であり，「行動は，想像上の人であれ物理的に存在する人であれ，他者の行動によって左右
される．」（Weick，1995．邦訳53頁）ことを意味する．したがって，センスメーキングは，ブ
ルマー（H. Blumer）のいうシンボリックな相互作用の側面も持っている．
　ワイクは，センスメーキングの 7つの特性を特定化している．すなわち，①アイデンティテ
ィ構築に根づいたプロセス，②回顧的プロセス，③有意味な環境をイナクトするプロセス，④
社会的プロセス，⑤進行中のプロセス，⑥抽出された手掛かりが焦点となるプロセス，⑦正確
性よりももっともらしさ主導のプロセス，である（Weick，1995．邦訳第 2章参照）．
　これらの特性のいくつか（②③④）については既に若干言及したことと，次節における考察
との橋渡しのために，以下，⑥について解説する．
　センスメーキングにおいて「抽出された手掛かり」がいかに重要かを指摘したのはプラグマ
ティズムの哲学者として著名なジェームス（W. James）である．センスメーキングは「抽出さ
れた手掛かり（extracted cues）」によって発動する．「抽出された手掛かり」についてワイクは，
ショッター（J. Shotter）とともに，種子のメタファーを用いて記述している．「抽出された手掛
かりは単純で見慣れた構造を持っている．そして，人はその構造を種子とし，今生じつつある
ことの意味へと膨らませていくのだ．」（Weick，1995．邦訳68頁）「種子とは，形式を生み出す
プロセスであり，それはセンスメーキングの漠然性や不確定性をかなりうまく捉えている．」
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（Weick，1995．邦訳69頁）「特殊な観察が，意味を生み出すために普遍的な形式や観念と結び
つけられ，普遍が特殊の意味を明確にし，それが今度は普遍をわずかに変化させる……．抽象
と具体は互いに形式を与え合い，構築しあう．」（Weick，1995．邦訳69頁）
　手掛かりが組織分析において重要であることが知られるようになった契機は，リーダーシッ
プに関するスミルシッチ（L. Smircich）とモーガン（G. Morgan）の共著論文（4）である．「彼ら
が言うには，「リーダーシップとは，（まとまりとか方向性といった感情がそれによって生ずる）
準拠点を生み出すことである」（p.258）彼らによれば，どの手掛かりを準拠点として機能させ
るかをコントロールすることが，権力の重要な源泉になる．」（Weick，1995．邦訳68頁）
　「抽出された手掛かり」に焦点を合わせて，政策―戦略関係の分析フレームワークを構築する
ことは可能であるばかりではなく，理論的にも実践的にも有望な研究領域を示唆しているよう
に思われる．すなわち，政府は経済政策の形成過程で，企業に経営戦略形成の手掛かりを提供
し，さらに，後述するように，手掛かりを準拠点として機能させるためのコンテクストあるい
はフレームをも提示することによって，有効な政策―戦略関係を実現しようとしているという，
かなり現実妥当性のある見通しが得られるからである．
　ワイクは，「抽出された手掛かりがどのようなものになるかはコンテクストで決まる」（Weick，
1995．邦訳70頁）と述べている（5）．このプロセスは 2段階に分かれ，第 1段階においては，「コ
ンテクストはまず何が手掛かりとして抽出されるかに影響を及ぼす．」（Weick，1995．邦訳70
頁）このプロセスは従来，探索，スキャンニング，気づき（noticing）などとして組織研究で議
論されてきた．第 2段階においては，「コンテクストは，抽出された手掛かりがどのように解釈
されるかに影響を及ぼす．」（Weick，1995．邦訳70頁）この段階は，事物や物事の文脈性に関
わる「インデクシカルズ（indexicals）」についての議論の中でエスノメソドロジストが注目し
たものである．
　このように手掛かりとコンテクストは強く結びついている．したがって，「抽出された手掛か
り」に焦点を合わせて，政策―戦略関係の分析フレームワークを構築する場合，政策―戦略関
係におけるコンテクスト，あるいはその構造を要約したフレームを鍵概念にすることが有効で
あろう．そこで，次節においては，コンテクスト共有という概念を導入して，政策―戦略関係
の分析フレームについて考察することにしたい．
3．コンテクスト共有
　「抽出された手掛かり」とコンテクストを鍵概念として有効な政策―戦略関係を提言するため
の分析フレームワークを構築する場合，有効性の基準を何に求めるかが問題になる．マクロな
基準としては，政策目標と戦略目標の両立的な達成度ということになるであろうが，政策―戦
略の形成過程により密着したミクロな基準としては，コンテクスト共有度がその候補の一つと
なるであろう．政府と企業がコンテクストを共有することで，手掛かりの抽出と，抽出された
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手掛かりの解釈に一貫性が確保され，最終的に，政策目標と戦略目標の両立的な達成が実現さ
れる可能性が大きくなると考えられるからである．以下においては，コンテクスト共有に関わ
る若干の検討を行って，この概念の含意を探ってみることにする．
　外交交渉のような政治過程の特性を色濃く持つと思われるコンテクストの共有化過程は，当
事者間のコンテクスト共有度を変化させる．コンテクスト共有の程度は当事者（アクター，プ
レイヤー）間の関係ないしネットワーク全体の有効性や成果に大きな影響を及ぼすであろう．
　コンテクスト共有度の一方の極は，「完全共有」であり，当事者のすべてが一つのコンテクス
トを共有し，統一した意味解釈の枠組みに基づいて根本的に同一の情況認識（現状認識と歴史
認識）を持つという場合である．通常，当事者間には役割分担が存在し，直面する課題は千差
万別であるので，当事者の根本的な情況認識が同一であるからといって個々の当事者が同一の
決定や行動をとるものではない．しかし，部外者がこれらの決定や行動の根拠を当事者に問う
場合，当事者間に高度の意味的な整合性，あるいは秩序性を保っていることが示唆されるであ
ろう．
　企業内部におけるコンテクストの「完全共有」に近い状態は，いわゆる「全員経営」であろ
う．ヤマト運輸の会長であった小倉昌男氏によれば，「全員経営」とは，「全社員が経営目的に
向かい，同じ目標を持つが，目標を達成するための方策は社員一人ひとりが自分で考えて実行
する，つまり社員の自律的な行動に期待するのである．社員に目標は与えるが，会社側はやり
方について命令したり指図したりせず，社員がその成果に責任をもって行動する，というもの
である．」（小倉，1999．171頁）
　「全員経営」の場合，経営の目的や目標が全社員で共有されるコンテクストにもなっている．
また，「全員経営」において各メンバーによる仕事遂行には高度の自由裁量性が与えられてい
る．コンテクストの共有と高度の自由裁量性が組織的な成果に結びつくのは労使間に信頼関係
が存在することによる．「命令なし，監督なしで，労働者が自律的に働く「全員経営」体制は，
労使間の信頼関係を前提にしている．」（小倉，1999．176頁）（6）
　コンテクストはコミュニケーションに関わる概念であるが（例えば，小松，2007．参照），「全
員経営」のキーワードもまたコミュニケーションである．「では，社員全員がやる気を出し，与
えられた仕事を自主的にかつ自律的にやり，目標とする成果を達成するにはどうしたらよいの
か．キーワードはコミュニケーションである．具体的には，まず企業の目的とするところを明
確にする．達成すべき成果を目標として明示する．時間的な制約を説明する．競合他社の状況
を説明する．そして戦略としての会社の方針を示す．その上で戦術としてのやり方は各自に考
えさせる．しかもなぜそうするかを納得のいくように説明する．」（小倉，1999．190頁）
　コンテクスト共有度における「完全共有」の反対の極は「完全非共有」である．当事者間に
統一した意味解釈の枠組みが何一つ存在せず，したがってまた根本的に同一の状況認識を持た
ず，情況認識（現状認識と歴史認識）は各当事者に局在化している場合である．当事者間には
「文字通り」の意味解釈に基づくコミュニケーション以外は存在せず，信頼関係も失われている
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ので，当事者間の調整には多くの困難を伴う．
　企業内部におけるコンテクストの「完全非共有」に近い状態に相当するのは，部門間・管理
階層間の「風通し」が極端に悪化している場合であろう．例えば，アサヒビールの事業再建の
ため住友銀行（当時）から派遣された村井勉社長（当時）が初期段階で発見した事態がそれに
該当する．すなわちアサヒビールは，昭和24年（1949年）の創設以来，昭和60年（1985年）に
至るまで，「ナイアガラの滝のように」ほぼ直線的にシェアダウンしてきた．村井勉氏が社内や
得意先との対話を通じて「見えてきた」ものは，社員に危機感が希薄であることと，部門間・
管理階層間の「風通しの悪さ」であった．「村井はアサヒビールに来た当初，全体をざっと見渡
してあることに気づいた．とにかく社内の各部署がバラバラで，有機的に結合していない．す
ぐ隣の部署でなにが考えられ，なにが行われているかがわからない場合さえあった．まず横の
連絡が悪い．さらに下からの意見がなかなか上に伝わっていかない．逆もまた同じという，縦
方向の風通しも悪い．」（飯塚，1999．38‒39頁）
　企業内部におけるコンテクスト共有度は，コンティンジェンシー・セオリーに基づく初期の
代表的な研究成果であるローレンス（Paul R. Lawrence）とローシュ（Jay W. Lorsch）の『組
織の条件適応理論』における分化（differentiation）と統合（integration）の概念にも関連性があ
る（Lawrence & Lorsch，1967）．
　彼らによれば，企業は環境不確実性に対処するために部門間の分化と統合を進めるという．
環境不確実性が大きいほど，企業の分業単位である各部門（研究開発部門，製造部門，販売部
門）はそれぞれに①構造の公式化の程度，②目標志向，③時間志向，④対人志向を持つが，こ
れらに関する部門間の差異，すなわち分化の程度は大きくなる．
　しかし，分化の程度が大きくなると部門間の調整が難しくなる（Daft，2001．邦訳105頁）す
なわち「部門間の共通の問題についての協力的な決定」が困難になる．統合とは，この協力状
態の質とそれを達成するための手段を意味する．（野中その他，1978．143頁参照）．統合の程
度は，統合の質，統合単位の志向の中立性の程度，統合単位の専門能力に基づく影響力，統合
単位の業績評価基準，コンフリクト解決様式などの次元に沿って測定される．これらの中で統
合の質は次のような場合に高くなると考えられた．すなわち，①統合単位の志向が中立的，②
統合単位が地位の影響力ではなく専門能力に基づいた影響力を発揮，③統合単位の業績は全体
の業績によって評価，④決定に必要な情報を持つ成員が強い影響力を発揮，⑤組織成員がもつ
影響力の総量が大きい，⑥強制や回避でなく，問題直視型のコンフリクト解決様式を採用，と
いった場合である．
　分化と統合の概念を前述のアサヒビールの事例に当てはめてみると，部門間の極端な「風通
しの悪さ」は，統合の程度に比べて著しく分化の程度が高く，この不均衡が恒常的なシェアダ
ウンをもたらしたと解釈できる．この場合，弱体な統合を強化することが事業再建の処方箋に
なるが，実際にアサヒビールの再建過程で最初に着手されたのは，村井氏のトップリーダーシ
ップの下で，全社的な議論を巻き起こし，部長会が中核となって取りまとめた経営理念と行動
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規範の編集であった．さらに第 1次長期経営計画を策定し，事業の長期目標を示すとともに，
その達成のために CI（corporate identity）と TQC（Total Quality Control）を全社的に導入した．
6 つの経営理念の 1 番目は消費者志向であるが，それによって新製品開発の組織ルーチンは，
プロダクト・アウト型からマーケット・イン型へと劇的に変わり，大ヒット商品「アサヒスー
パードライ」の誕生に結びついた．このようなアサヒビールにおける統合の強化は，コンテク
ストの完全非共有の極から抜け出して，コンテクストの完全共有を目指すコンテクスト共有度
を深める試みであったと解釈することができるだろう．
4．要約と課題
　企業等の事業体にとって事業環境の変化にどのように適応し，長期的に存続するか，は事業
経営の永遠の課題である．その場合，少なくとも日本の企業経営者は，従来，事業環境の変化
として「抽出した手掛かり」の多くは，顧客ニーズや競合企業の変化といったタスク環境の変
化であったように思われる．一般環境の変化に関しては，自然災害のように制御不可能な与件
として，受動的に対処してきたように思われる．
　長期にわたる日本経済の停滞と，円高傾向は，製造・流通過程におけるコスト削減や海外へ
の工場移転といった必死の企業努力にもかかわらず，電機業界に典型的に見られるように，日
本企業の国際競争力を著しく削いできた．企業レベルの努力によって解決できる事柄には自ず
から限界があることを日本の企業経営者たちは次第に共通して認識するようになってきたので
はないか．
　いわゆるアベノミクスが日本経済の再生にとって真に有効な経済政策になるかどうかは，回
顧的にしか語ることができないであろう．しかし，それが国家レベルの政策的努力によって企
業レベルの戦略的努力をサポートしようとする，近年稀に見る有効な政策―戦略関係の形成を
目指していることは明らかなように思われる．
　この論文は，組織論における知見をレビューすることで，有効な政策―戦略関係を実証的に
探るための分析フレームのアウトラインをスケッチしたものである．レビューは，マクロな分
析フレーム（環境としての政府の政策）からミクロなそれ（センスメーキング）へという順序
で行った．センスメーキング論に基づく分析フレームワークに関しては，政策―戦略関係の有
効性基準として，コンテクスト共有について考察した．
　分析フレームワークに基づいて，どのような分析手法を用いて現実の政策―戦略関係を分析
するかは残された検討課題である（7）．
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注
（1） メガソーラー（大規模太陽光発電所）については，「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」は必
ずしも円滑に機能していない．北海道は日射量が多く，太陽光発電の適地とされ，全国のメガソー
ラー計画の 4分の 1が集中するが，北海道電力は2013年 4 月，出力 2千キロワット以上のメガソー
ラー計画に約40万キロワットの受け入れ上限があると発表した．太陽光発電の受け入れ上限とは，
電力会社の送電網につなげる変電設備の限界によるものであり，北海道電力は他の電力会社に比べ
て設備の容量が小さい．北海道電力へのメガソーラー計画の申し込みは 3月末時点で受け入れ上限
の約 4倍にあたる156万キロワット（87件）に達している．申し込んだ事業者には，ソフトバンク，
神戸物産，土地開発のリアルマジシャンなどがある．事業者からの問い合わせに対し，北海道経済
産業局の担当者は，「2千キロワット以下に縮小するか，道外での設置も検討するよう助言している」
というが，出力を小さくすれば発電できるが，採算がとれるか分からないという問題がある．太陽
光発電や風力発電は天候で出力が変動しやすいので，変電設備に大型蓄電池を設置するといった対
策が必要があり，経済産業省は世界最大級の蓄電池を北海道電力の変電所に設置し受け入れ量拡大
を目指すという．（『日経経済新聞』2013.05.15参照）
（2） 意思決定に先立つセンスメーキングに注意が向くのは，筆者が日本人だからかもしれない．ワイク
はドラッカー（P. Drucker）著『マネジメント』を引用して，意思決定とセンスメーキングの違いを
解説している．「西洋人と日本人は，“意思決定”について語るとき，別々のことを言っている．西
洋では，問題に対する答にすべての重点が置かれている．（中略）しかし，日本人にとって，意思決
定の重要な要素は問題を定義することなのである．その重要なステップでは，そもそも決定する必
要があるのかどうか，またその決定は何に関するものなのか，が決定される．そしてそれは，日本
人がコンセンサスを得ようと努力するステップで行われる．確かに，日本人にとって，決定の急所
はこのステップである．」（Weick，1995．邦訳19頁）
（3） Wesley, F. R. （1990）. Middle management and strategy: Microdynamics of inclusion. Strategic 
Management Journal, 11, 337‒351.
（4） Smircich, L. & G. Morgan （1982）. Leadership: The management of meaning. Journal of Applied 
Behavioral Science, 18, 257‒273.
（5） 組織研究におけるコンテクストの概念については，例えば，小松（2007）を参照されたい．
（6） センスメーキングと信頼についてワイクは次のように述べている．「（Derridaのような：引用者注）
脱構築主義者の破壊的な面は，センスメーキングを始めさせるのに必要な信頼や確信を破壊してし
まうことにある．」（Weick，1995．邦訳52頁）「問題は，信じるか信じられないかとなる．なぜなら
それが自己成就的行為（self-fulfi lling action：引用者注）を作動させるからである．信頼はセンスメ
ーキングの媒介となる（Faith is instrumental to sensemaking.：引用者注）．」（Weick，1995．邦訳52
頁）
（7） センスメーキング論に基づく政策―戦略関係分析を行う際に，ディスコース分析は有力な選択肢の
一つになるだろう．組織のディスコース分析を含む組織ディスコース研究全般のレビューについて
は，Grant et al. ed.（1998）を参照．
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